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2018 年 12 月 3 日 

 

ウィーンにて想う 

 

公益財団法人  国際通貨研究所  

        理事長  渡辺博史 

 

11 月の半ばに、オーストリアに赴き、ウィーン他の都市を訪れた。用件は、両国外

務省が主催する「将来の課題のための日・オーストリア委員会」の第 22 回目の会合が

オーストリアで開かれたものへの出席であった。筆者は途中、一時中断したが、2008
年以降参加させて頂いている。（会合は、両国で回り持ち開催され、昨年は静岡市で開

催された。） 

オーストリアは、現在は人口 900 万人弱という規模的には中小国であるが、日本と

の国交を樹立した 1869 年においては、オーストリア・ハンガリー二重帝国という欧州

屈指の大帝国であった。ご承知のように、第一次世界大戦後、共和制に移行しており、

今年はまさに共和国建国 100 周年に当たっている。1869 年の国交樹立ということは、

かなり早い時期に日本と修好を開始した国の一つであり、また、オーストリアが永世中

立を宣言したとき（1955 年）に最初の承認をしたのは日本であったというように、ご

縁はかなり深い。 

 歴史的に見ると、近世において、オーストリアはハプスブルグ家を戴き、プロシアの

ホーエンツォレルン家と対峙する形で中欧での覇権を争ったが、プロシアの集権的体制

とはかなり異なる政治体制をとったことでも知られ、緩やかではあるが一つの政治的統

一体として構想された現在の欧州連合の一つの重要なモデルを果たした国とされる。ま

た、オスマン・トルコの欧州進出に抗して最後の砦となり、その足取りを止めさせたの

は 16 世紀から 17 世紀にかけてのウィーンでの攻防戦であった。 

 また、東西冷戦期においては、ソ連・東欧圏の情報収集の拠点となり、スパイもどき

の暗躍や、冷徹な情報戦など、小説、映画の題材となった。また、そのような情報ハブ

の役割に着目して、国連の機関（国際原子力機関、国連工業開発機関など）あるいは欧

州安全保障協力機構が置かれ、国際的な交渉・交流の重要な場となっている（もちろん、

これは『会議は踊る』と言われた 19 世紀前半の状況をも遠い背景としている）。更に、

その地政的な利点から、石油輸出国機構の本部が置かれている。EU（欧州連合）の加

盟国としては、今年 2018 年後半に議長国を担当している。 

 ウィーンの街中を見ると、モーツァルト、クリムトの姿が氾濫し、リンクと言われる
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環状路線周辺には歴史的建造物が立ち並び、公園には著名な音楽家の銅像が散見される

など、文化・芸術都市としての重厚さを誇る一方、「我が国にはカンガルーはいません」

というやや自虐的なスクリプトも公にする包容力も有しており、歴史的重みを実感させ

る形となっている。 

 更に、ベルリンの壁の崩壊後に、中東欧諸国が市場経済体制に移行した時期において

は、これまで蓄積した情報を用いて、この地域への資金供給面で大きな尖兵的役割を果

たしてきた。 

 このように、国際的な交渉・交流の場であることを特色として来たオーストリアにも、

大きな政治及び経済の変革の波が押し寄せている。中東欧への大規模な資金供給は、そ

れぞれの受け手の国の移行改革実行の遅れから大きな不良債権を招く形となり、その後

のリーマン・ショック、ギリシャ危機の連発もあって、かなりの痛手をもたらした。 

そして、近年、シリアなどの中東諸国からの移民・難民が多数押し寄せてきたことが、

大きな重荷となっている。ギリシャ、クロアチアの海岸に上陸あるいは漂着したこれら

移民・難民は、その取扱いが比較的温かいドイツ、北欧に向かうべく、ハンガリーのブ

ダペスト、そしてウィーンに集結し、そこで列車の出発を待った。しかし、北方の国々

の受け入れ能力が飽和に近づくにつれ、この二都市近郊での滞留期間が長期化し、また

就業の動きも出て来たために、それぞれの国民からの批判が強まり、ハンガリーでは国

境での「壁」設置が行われ、オーストリアでも入国審査の厳格化が進んだ。 

 そのような状況を背景に、政治的にも右派、即ち他国民の流入に反対する政党が勢力

を伸張させ、旧来の伝統的政党が脱落した大統領選挙の実施、その再投票などに繋がっ

ている。 

 今や、ヨーロッパ全体が求心力から遠心力に傾斜する中で、そのモデルともなった

オーストリア自体も変容しているが、産業的にはドイツ流の第四次産業革命に乗ろうと

しており、デジタル化への転換に全力を傾けている印象を強く持った。 

 ドイツと同じではないが、言語、歴史の類似性を背景にそのメンタリティを共有しう

る可能性を持ったオーストリアが、今後一層の混迷が懸念されるヨーロッパにおいてど

のような貢献が出来るか、関心をもって見て行きたい。 

（IIMA メールマガジンへの寄稿） 
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